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別表

歳入徴収官等の代行機関

歳入徴収官の 歳入徴収官代理

部局 代行機関 の代行機関 事務の範囲

防衛装備庁 防衛装備庁長 防衛装備庁長官 防衛装備庁に係る防衛省主管一般会

官官房会計官 官房会計官付会 計歳入の徴収に関する事務のうち、次

付会計管理官 計管理官 に掲げる歳入の徴収に関する事務

１ ⑴ 公務員宿舎貸付料、小切手

支払未済金収入及び防衛省職

員等給食費受入

⑵ 建物及物件貸付料、機械貸

、 、付料 受託調査及び試験収入

弁償及び違約金、返納金、不

用物品売払代、延滞金及び雑

収で１件の金額が２０万円未

満のもの

２ 上記歳入金に係る債権の管理に

関する事務

支出負担行為担当官等の代行機関

支出負担行為 支出負担行為担

担当官（長官 当官（長官官房

部局 官房会計官付 会計官付経理室 事務の範囲

経理室長）の 長）代理の代行

代行機関 機関

防衛装備庁 防衛装備庁長 防衛装備庁長官 防衛装備庁の所掌に属する防衛省所

官官房会計官 官房会計官付経 管一般会計の歳出予算に基づく支出負

付経理室経理 理室経理補佐官 担行為に関する事務のうち、次の各号

補佐官 に掲げる事務

⑴ 諸謝金

⑵ 予定価格が６０万円をこえない物

品の購入又は製造に係る契約



⑶ 予定価格が６０万円をこえない印

刷製本及び定期刊行物に係る契約

⑷ 予定価格が６０万円をこえない借

料及び損料に係る契約

⑸ 予定価格が６０万円をこえない雑

役務に係る契約

⑹ 予定価格が６０万円をこえない工

事に係る契約

⑺ 予定価格が２０万円をこえない物

品の修理に係る契約

⑻ 電気事業者、ガス事業者及び水道

事業者から電気ガス又は水の供給を

受ける場合の契約

⑼ 電気通信事業者又は日本放送協会

から役務の提供を受ける場合の契約

⑽ 自動車損害賠償責任保険料、自動

車損害賠償責任再保険車両賦課金及

び自動車重量税

⑾ 郵便料

防衛装備庁長 防衛装備庁長官 防衛装備庁の所掌に属する防衛省所

官官房会計官 官房会計官付支 管一般会計の歳出予算に基づく支出負

付支出班長 出班長 担行為に関する事務のうち、次の各号

に掲げる事務

⑴ 職員に支給する退職手当

⑵ 職員及び委員等に支給する旅費

⑶ 公務災害補償費

⑷ 国家公務員共済組合負担金

⑸ 賠償償還及び払戻金のうち小切手

支払未済償還金

⑹ 資金前渡官吏の資金交付に係る事

務

防衛装備庁 当該支所の業 当該支所の業務 防衛装備庁の所掌に属する防衛省所

の各支所 務班長 班長 管一般会計の歳出予算に基づく支出負

担行為に関する事務のうち、次の各号

に掲げる事務

⑴ 当該支所の職員に支給する児童手



当

⑵ 当該支所の定員外職員に支給する

賃金、児童手当及び退職手当

⑶ 当該支所の職員及び委員等に支給

する旅費

分任支出負担行為担当官等の代行機関

分任支出負担 分任支出負担行

部局 行為担当官の 為担当官代理の 事務の範囲

代行機関 代行機関

防衛装備庁 当該研究所の 当該研究所の総 当該研究所の分掌に係る防衛省所管

の各研究所 総務課課長補 務課課長補佐（ 一般会計の歳出予算に基づく支出負担

佐（会計 （ 会計 ただし 行為に関する事務のうち、次の各号に） ）（ 、

ただし、航空 航空装備研究所 掲げる事務

装備研究所に にあっては管理 ⑴ 職員に支給する児童手当

あっては管理 部会計課課長補 ⑵ 定員外職員に支給する賃金、児童

部会計課課長 佐） 手当及び退職手当

補佐） ⑶ 職員及び委員等に支給する旅費

⑷ 諸謝金

⑸ 公務災害補償費

⑹ 予定価格が６０万円をこえない物

品の購入又は製造に係る契約

⑺ 予定価格が６０万円をこえない印

刷製本及び定期刊行物に係る契約

⑻ 予定価格が６０万円をこえない借

料及び損料に係る契約

⑼ 予定価格が６０万円をこえない雑

役務に係る契約

⑽ 予定価格が６０万円をこえない工

事に係る契約

⑾ 予定価格が２０万円をこえない物

品の修理に係る契約

⑿ 電気事業者、ガス事業者及び水道

事業者から電気ガス又は水の供給を

受ける場合の契約



⒀ 電気通信事業者から役務の提供を

受ける場合の契約

⒁ 自動車損害賠償責任保険料及び自

動車重量税

⒂ 郵便料

⒃ 資金前渡官吏の資金交付に係る事

務

防衛装備庁 当該試験場の 当該試験場の業 当該試験場の分掌に係る防衛省所管

の各試験場 業務班長 務班長 一般会計の歳出予算に基づく支出負担

行為に関する事務のうち、次の各号に

掲げる事務

⑴ 職員に支給する児童手当

⑵ 定員外職員に支給する賃金、児童

手当及び退職手当

⑶ 職員及び委員等に支給する旅費

⑷ 諸謝金

⑸ 公務災害補償費

⑹ 予定価格が６０万円をこえない物

品の購入又は製造に係る契約

⑺ 予定価格が６０万円をこえない印

刷製本及び定期刊行物に係る契約

⑻ 予定価格が６０万円をこえない借

料及び損料に係る契約

⑼ 予定価格が６０万円をこえない雑

役務に係る契約

⑽ 予定価格が６０万円をこえない工

事に係る契約

⑾ 予定価格が２０万円をこえない物

品の修理に係る契約

⑿ 電気事業者、ガス事業者及び水道

事業者から電気ガス又は水の供給を

受ける場合の契約

⒀ 電気通信事業者から役務の提供を

受ける場合の契約

⒁ 自動車損害賠償責任保険料及び自

動車重量税



⒂ 郵便料

⒃ 資金前渡官吏の資金交付に係る事

務

契約担当官等の代行機関

部局 事務の範囲
契約担当官の 契約担当官代

代行機関 理の代行機関

防衛装備庁 防衛装備庁長 防衛装備庁長 防衛装備庁の所掌に係る歳入の原因

官官房会計官 官官房会計官 となる契約（防衛装備庁受託試験研究

付経理室経理 付経理室経理 規則（昭和３３年総理府令第２８号）

補佐官 補佐官 第３条に規定する契約を除く ）のうち。

１件の予定価格が２０万円をこえない

ものに関する事務

防衛装備庁 当該研究所の 当該研究所の 当該研究所の所掌に係る歳入の原因

の各研究所 総務課課長補 総務課課長補 となる契約のうち１件の予定価格が２

佐（会計 （ 佐（会計 （た ０万円をこえないものに関する事務） ）

ただし、航空 だし、航空装

装備研究所に 備研究所にあ

あっては管理 っては管理部

部会計課課長 会計課課長補

補佐） 佐）

官署支出官等の代行機関

官署支出官 官署支出官

部局 の代行機関 代理の代行 事務の範囲

機関

防衛装備 防衛装備庁 防衛装備庁 支出負担行為担当官（長官官房会計官付経理

庁 長官官房会 長官官房会 室長）の代行機関（長官官房会計官付経理室経

計官付予算 計官付予算 理補佐官又は長官官房会計官付支出班長）が支

・決算班長 ・決算班長 出負担行為しようとするものの確認事務

防衛装備庁 防衛装備庁 １ 支出負担行為担当官（長官官房会計官付経

長官官房会 長官官房会 理室長）の代行機関（長官官房会計官付経理

計官付会計 計官付会計 室経理補佐官又は長官官房会計官付支出班

管理官 管理官 長）が支出負担行為したものに係る支出に関



する事務

２ 上記支出に係る返納金の債権の管理に関す

る事務

防衛装備 当該研究所 当該研究所 １ 当該研究所の分任支出負担行為担当官の代

庁の各研 の総務課長 の総務課長 行機関が支出負担行為したものに係る支出に

究所 （ただし、 （ただし、 関する事務

航空装備研 航空装備研 ２ 上記支出に係る返納金の債権の管理に関す

究所にあっ 究所にあっ る事務

ては管理部 ては管理部

会計課長） 会計課長）

防衛装備 当該試験場 当該試験場 １ 当該試験場の分任支出負担行為担当官の代

庁の各試 の副場長 の副場長 行機関が支出負担行為したものに係る支出に

験場 関する事務

２ 上記支出に係る返納金の債権の管理に関す

る事務

防衛装備 当該支所の 当該支所の １ 支出負担行為担当官（長官官房会計官付経

庁の各支 業務班長 業務班長 理室長）の代行機関（当該支所の業務班長）

所 が支出負担行為しようとするものの確認事務

及び支出負担行為したものに係る支出に関す

る事務

２ 上記支出に係る返納金の債権の管理に関す

る事務


